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１．少子化の背景と研究の目的
2003年に出生率は1.3を切り、2005年には人口が減
少し始めた。このような流れを受け、少子化に関連
する議論がこれまで以上に活発に行なわれるように
なったと感じられる。少子化は一般的に出生率が低
下する現象と同義に用いられているが、正確にいう
と少子化とは、出生率が人口の置換水準以下に下
がっている状態をいう（大淵2004）。社会の近代化に
伴った人口転換による死亡率と出生率の低下は経験
的に明らかにされているが、人口転換による一般的
傾向としての出生率の低下と少子化とは区別して捉
える必要ある（佐藤2004）。少子化は女性の高学歴化
や就業率の上昇、出産・育児の機会費用の増大、夫
の家事・育児への不参加、出産・育児に伴う身体的・
精神的負担等様々な要因と関連して生じると指摘さ
れている。こうした様々な社会経済的要因は全て人
口学的な要因を介して少子化に作用する。すなわち
少子化を考察するためにはまず人口学的な要因を理
解する必要がある。
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Abstract
Ithasbeenreportedthatchangesinvaluesandatitudesconcerningmariageandfamilyareoneofthecausesofthe
decliningbirthrate.Theaimofthispaperistoexaminegenderdiferencesinvaluesandatitudesandtheirefectson
thereductioninmaritalfertility.Inordertoverifythis,eachgendergroupwassimultaneouslyanalyzedusing
structuralequationmodeling.Theprimaryresultswereasfolows:(1)Thetrendtowardsindividual-orientedvalues
andatitudesreducedthefertilityofmalesandfemales;however,eachgenderformedtheirvaluesandatitudes
accordingtoadiferentpatern.(2)Highereducationwasassociatedwithindividual-orientedvaluesandatitudes.
Specificaly,theacademicbackgroundofmaleswasassociatedwithvaluesregardingmariageandself-actualization.
However,theacademicbackgroundoffemaleswasassociatedwithvaluesregardingmariageandsupportingone’s
parents.
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出生率は日本の場合、出生のほとんどが嫡出子で
あるから、有配偶率と有配偶出生率に分解して検討
できる。つまり少子化の要因は未婚化や非婚化と夫
婦の出生力の低下の二つの要因に大別して検討でき
る（和田2004）。
まず、有配偶率低下の要因は、結婚時期の遅れと
生涯未婚率の上昇の二つに分けられる。この要因に
ついて、1970年代中ごろからの出生率低下が、主に
20歳代、30歳代前半までの女性の結婚の先延ばしに
よって生じていると指摘されている（阿藤1997）。
1970年代後半には20歳代女性の未婚期間の延長に
伴って平均初婚年齢が上昇し晩婚化が始まった。
1980年代には、30歳以上の女性の未婚率も上昇して
いる。国立社会保障・人口問題研究所が行った第13
回出生動向基本調査（2005年調査）によると、1987
年時点での平均初婚年齢が夫28.2歳、妻25.3歳だっ
たものが、2005年には夫29.1歳、妻27.4歳となって
おり、この間一貫して上昇している。晩婚化傾向は
依然として継続状態にある。金子（2004）は、晩婚
化が進展すれば、高年齢での結婚確率の低さによっ
て結婚そのものの遺失をもたらす可能性を示唆して
いる。50歳までに結婚しない生涯未婚率の上昇、す
なわち非婚化をもたらす可能性がある。婚外子が少
ない場合には、非婚化は即少子化につながる。
一方で、有配偶出生率低下の要因は、出産タイミ
ングの遅れと完結出生力低下の二つに分けられる。
この要因について、コーホートの出産タイミングの
遅れが、出生率低下を引き起こしていると指摘され
ている（金子2004）。出生率は再生産年齢（15～49
歳）コーホートの出生行動が合わさったものであり、
コーホートの最終的な平均出生児数である完結出生
児数と、コーホートの出産タイミングとのずれの影
響を受けるからである。この出産タイミングの遅れ
からくる出生率の低下は、コーホートが生涯にもつ
子どもの数が変化しなければ、いずれ回復する。し
かし、金子（2004）によると、晩産化が著しい場合
には、完結出生力に与える影響を考慮しなければな
らない。出産タイミングの遅れは、これまで主に結
婚時期の遅れによってもたらされた。晩婚化が進め
ば、高年齢での低い妊孕力や高齢出産忌避によって、
本来意図されていた出産の遺失が生じるからである。
関連して、1990年代からの出生率低下の要因につい
て廣嶋（2000a、2000b）は、コーホートの完結出生
児数の低下が影響していると指摘している。夫婦の
出生力の低下は、1970年代から2.2人程度で変化のな
かった完結出生児数が、1980年代後半に結婚した夫
婦で2.09人となり、子ども三人をもった夫婦の割合
が減少し、一人もしくは子どもをもたない夫婦の割
合が増加しているとする報告からも確認できる（国
立社会保障・人口問題研究所2006）。
ここまで少子化の人口学的要因を概観した。本稿
の目的は、結婚や家族に対する価値意識の性差の確
認、また価値意識の性差が少子化とどのように結び
ついているかの検討にある。価値意識は間接的に少
子化に作用している。2002年の出生動向基本調査で
は、夫婦の伝統的な役割意識が弱まり、家族中心か
ら個人を重視する生き方への変化によって子ども数
の選好が生じていると指摘されている。伝統的価値
志向から個人主義的価値志向への転換に伴う家族や
結婚に関する意識の変化が少子化の要因として考え
られるからである。
この価値意識に注目する議論に「第二の人口転換
論」がある（ヴァン・デ・カー2002）。人口置換水
準以下の持続的な出生率低下、すなわち少子化は、
人口転換後に必然の現象であるとする考え方から第
二の人口転換と呼ばれている。第二の人口転換論は、
2003年の厚生労働白書や2004年の少子化社会白書で
もふれられている、比較的新しい考え方であるが、
ヨーロッパ社会の出生率低下を結婚や家族に対する
価値意識の変化から説明する点に特徴がある。阿藤
（1997）は、この価値意識要因説に注目し、日本社会
における1970年代中ごろからの出生率低下の説明可
能性を検討している。先にふれたように、1970年代
中ごろからの出生率低下の人口学的要因は有配偶率
の低下が大きい。まず、阿藤はヨーロッパ社会にお
ける1960年代以降の出生率低下を価値意識から説明
する諸説を分析し、それらに共通してみられる点を
みいだした。個人主義的志向の進展によって若い世
代が既存の宗教や道徳にしばられず自己実現欲求を
最高の価値として、自分の人生を犠牲にしてまで子
どもをもたなくなったと説明する点である。こうし
て性行動、同棲、結婚、離婚、中絶、出産時期、子
どもの数など再生産に関する行動が個々人の選択に
委ねられるようになる。
続けて阿藤は、日本社会における個人主義的志向
の出現を検討している。その結果、価値意識の変化
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は、日本社会でも戦後緩やかに進んではいるが、1970
年代中ごろから大きく変化したとはいえないとして
いる。しかし、1970年代中ごろから顕著になった女
性の高学歴化、雇用労働力率の上昇、賃金水準の上
昇等、女性の社会経済的地位の変化を後追いする形
で1980年代に入ると親子、夫婦、男女に関する価値
意識が大きく変化していると指摘する。ここから阿
藤は、日本社会における1970年代中ごろからの有配
偶率の低下がヨーロッパ社会のように既存道徳の弱
体化と個人主義化に結びつくよりも、むしろ性役割
の転換と結びついて生じたのではないかと結論づけ
ている。
また、稲葉（2005）は福田（2004）が夫婦出生力
の変化をもたらす要因を社会経済要因説、価値意識
要因説、ジェンダー要因説の三つに集約したのを受
け、それぞれの仮説の妥当性を検討している。阿藤
は1970年代からの有配偶率の低下の説明要因として
価値意識要因説に注目したが、稲葉は1990年代から
の夫婦出生力の低下の説明要因として注目している
点が異なっている。まず、社会経済要因説は、女性
の高学歴化や労働市場への参加によって出産・子育
ての機会費用が増大し、出生力が低下すると主張す
る。価値意識要因説は阿藤によって検証された仮説
である。また、ジェンダー要因説は、夫婦関係が性
別不平等に構造化され、就業と出産や子育ての両立
が困難になり、出生力が低下すると主張する。稲葉
は検討の結果、夫婦出生力の低下は従来の三つの仮
説が主張する要因よりも、むしろ性別役割分業を前
提とした子どもの福祉の追及によって生じていると
指摘している（1）。ただ、これまでの仮説が全て成立
し得ないわけではなく、社会経済要因説、価値意識
要因説は先行研究から支持され、とりわけ個人化を
主眼に置いた価値意識要因説は、阿藤が結論づけた
ように、晩婚、非婚による少子化を性別役割分業意
識の変化から説明する可能性が大いにあると指摘し
ている。
1990年代からの出生率の低下要因として指摘され
ている夫婦出生力を価値意識から説明する研究は以
上の先行研究を含め、これまで主に女性を対象とし
て行われてきた。例えば、国立社会保障・人口問題
研究所による出生動向基本調査（2）のうち夫婦出生力
との関連性を検証できる夫婦調査は、妻の年齢が50
歳未満の夫婦を対象としているが、回答者は妻に限
られている。しかし、夫婦の子ども数の選好は女性
の価値意識のみを要因として生じているとは考えに
くい。そこで、本稿では個人主義的価値観の浸透に
焦点をあてた価値意識要因説にもとづき、結婚や家
族に対する価値意識の形成パターンの男性と女性の
差異を検討し、夫婦出生力低下との因果関係を見て
いく。
２．調査の概要および分析方法
2.1調査対象
2005年９月～10月に埼玉県所沢市在住の20～49歳
の既婚者を対象に行われた調査のデータを使用する。
調査項目は出会いのきっかけや結婚年齢等の結婚に
関する項目、家族・家庭のあり方に関する項目、出
産と育児等に関連した項目である。標本抽出は、サ
ンプル枠が大きいため、系統抽出法を用いて無作為
に抽出した。調査方法は郵送による質問紙調査であ
り、回収有効票数は1242、有効回収率は48.0％であっ
た。本データの分析に際しては、無回答等のある票
は除いた1156ケースを対象とした（分析する変数が
観測されるケースのみを対象とするリストワイズ除
去法にもとづく）。なお、対象者の基本属性の分布は
注に付した（3）。
2.2変数
価値意識に関する質問項目は、出生動向基本調査
の夫婦調査で用いられている質問項目をベースとし
て男性が回答しても問題のないように検討が加えら
れた（4）。分析に用いる変数は、1.「結婚しても、配
偶者や家族とは別の自分だけの人生の目標をもつこ
と」、2.「結婚したら、家族のために自分の個性や生
き方を犠牲にすること」、3.「結婚したら、夫の両親
と一緒に住むこと」、4.「子は親の面倒をみるという
役割がある」、5.「親には親の、子には子の役割があ
る」、6.「家族は友達のような関係でありたい」、7.「結
婚したら、子どもを持つべきだ」、8.「理想子ども
数」、9.現存の「子ども数」、の計九項目である。質
問に対する回答は、人数を記入する「子ども数」、
「理想子ども数」を除き四段階評価で得た（5）。
2.3分析方法
分析を進めるにあたって、まず結婚と家族に関す
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る価値意識の調査項目に対して、探索的因子分析を
行い、価値意識の因子パターンを確認した。その結
果から、価値意識の因子を用いて出生力に帰結する
因果関係の仮定をたてた。次に、この因果関係の検
証として、構成概念（因子）を独立変数群、出生力
に関わる変数を従属変数に置き、構造方程式モデル
による分析を進めた。データ全体に対する分析を経
た上で、結婚と家族に関する価値意識の形成パター
ンの性別による差異、および社会経済的属性の影響
についても同様に構造方程式モデルを用いた二グ
ループの同時分析を行った。構造方程式モデルは、
質問項目の背後に因子をおいた因子分析モデルを基
本とし、最終的に提示するモデルは、各因子に対す
る属性等の影響を表現したモデルの構築を目指した。
構造方程式モデルは構造変数（観測変数と因子）
の因果関係を示した方程式モデルであるが、共分散
構造分析を含んだ広義の表現である。共分散構造分
析は、因子分析と多重回帰分析（パス解析）を合わ
せた分析手法であり、観測変数間の分散と共分散を、
パス係数や外生変数（モデルの独立変数）の分散共
分散の関数を用いて表現する。この手法の特徴は観
測できない構成概念を分析に導入可能であり、構成
概念と観測変数との因果関係の推定によって構成概
念間の関係を把握できる点にある。
本分析にこの手法を導入する理由として、第一に、
結婚と家族に関する価値意識の探索的因子分析から
得られた結果を、仮説検証的にモデルに投入できる
点がある。第二に、構成概念（因子）間の因果関係
を数量的に把握できる点である。第三に、性別によ
る複数グループの同時分析によって、本稿の目的で
ある男女グループ間の比較を統計的に検証できる点
である。なお、分析にはSPSS13.0J、Amos5.0を用
いた。
３．分析および結果の考察
3.1結婚・家族に関する価値意識の構造
結婚と家族に関する意識の測定に用いた七つの変
数それぞれの相関をみると、「結婚したら、子どもを
持つべきだ」をはじめとして、変数間に有意な相関
が認められた。したがって、相関を規定する因子が
存在すると仮定できるため、主因子法（因子間の相
関を確認するためPromax回転）による探索的因子
分析を行った。基準として固有値が１以上の因子を
選択した結果、七つの変数は三つの因子による下位
項目群に分けて考えられる旨が確認された（表１）。
因子１は「結婚しても自分だけの人生の目標をも
つ」、「結婚したら自分の個性や生き方を犠牲にする」
の二変数が高い負荷量を示し、結婚にともなう生き
方や目標の選択に関わる因子と考え「結婚と葛藤感」
とした。因子２は、「結婚したら夫の両親と一緒に住
む」が高い負荷量を示し、「子は親の面倒をみるとい
う役割がある」が比較的高い負荷量を示した点から、
結婚と両親の扶養義務に関わる因子と考え「結婚と
扶養観」とした。因子３は、「親には親の子には子の
役割がある」、「結婚したら子どもを持つべきだ」、「家
族は友達のような関係でありたい」の三変数が高い
負荷量を示し、家族形成に関わる役割や子どもをも
つ意味に関わる因子と考え「家族形成観」とした。
次に、モデルを作成するにあたって、因子間で因
果関係を構築できるかどうかを検討するため、因子
間相関行列（表２）をみると、どの因子間でも0.3～
0.4程度の相関があり、因果関係を構築したとしても
問題のない相関が得られた。各因子の因果関係につ
いては、「結婚と葛藤感」、「結婚と扶養観」が両因子
とも結婚に伴う規範的規準への是非に関連する因子
人間科学研究 Vol.20,No.２（2007）
－30－
表１：探索的因子分析結果（因子パターン行列）
であり、また、同棲や婚外子が少ない点、すなわち、子
どもをもつ場合には一般的に結婚を前提としている
点を考慮し、「家族形成観」は結婚に関わる価値意識
（「結婚と葛藤感」、「結婚と扶養観」）への志向によっ
て規定されていると仮定した。
3.2結婚・家族に関する価値意識と出生力の因果モ
デル
次に、夫婦の出生力に関する変数（「子ども数」、
「理想子ども数」）を従属変数に置いた上で、三つの
構成概念（因子）の因果関係を検証するため、探索
的因子分析で得られた仮定に基づいた以下の前提条
件の下で、構造方程式によるモデルの作成を行った。
１．「出生力」がどの因子によって規定されるのかを
考察するため、「出生力」と因子との因果関係が
示されたモデルの選択を目的とする。
２．結婚に関わる価値意識（「結婚と葛藤感」、「結婚
と扶養観」）への志向によって「家族形成観」と
「出生力」が規定されるとする。
３．結婚に関わる価値意識から「出生力」へのパス
は「家族形成観」を経るとする。
以上の条件によって検証されるモデルは３通りで
ある。モデル１は「結婚と葛藤感」・「結婚と扶養観」
から「家族形成観」への影響がある（すべてのパス
を仮定する）モデル、モデル２は「結婚と葛藤感」
から「家族形成観」への影響がないモデル、モデル
３は「結婚と扶養観」から「家族形成観」への影響
がないモデルとなる。これらのモデルに対して1156
ケースのデータを用いて構造方程式モデルによる分
析を行った。
モデルの評価を行うための指標としては、χ2乗検
定、適合度指標（GFI-GoodnessofFitIndex）、
修正適合度指標（AGFI-AdjustedGoodnessof
FitIndex）、赤 池 情 報 量 基 準（AIC-Akaike’s
InformationCriterion）、残差平方平均平方根
（RMR-RootMeansquareResidual）等がある。
標本数が比較的多い点、また複数モデルの適合度を
比較する点から、適合度を表す指標としてGFI、
AGFI、AIC、RMRを出し、複数のモデルから最良
のモデルを選択する際に用いるAICを基準として最
もあてはまりのよいモデルを検討した（表３）。
この結果、モデル１を最もあてはまりの良いモデ
ルとして採用した。図１はモデル１における標準化
係数をパスに記したパス・ダイアグラムである。パ
スと係数はすべて帰無仮説が棄却された統計的に有
意なものである（p<0.001）。
まず、構成概念と観測変数との対応についてパス
係数の値（関係の強さ）を確認する。「家族形成観」
を除くすべての構成概念から観測変数へのパス係数
はほぼ0.4以上となっており、「家族形成観」以外の
構成概念と観測変数との対応は適切であると考えら
れる。しかし、「家族形成観」で「結婚したら子ども
を持つべきだ」（パス係数0.80）が強く、「親には親
の子には子の役割がある」（パス係数0.21）、「家族は
友達のような関係でありたい」（パス係数0.15）は弱
くなっている。この原因として、従属変数として置
いた「出生力」に含まれる「理想子ども数」が規範
的な子ども数であり、規範的な意見である「結婚し
たら子どもをもつべきだ」に反対であれば、「理想子
ども数」が低下するのは経験的に妥当である点と関
係していると考えられる。また、出生動向基本調査
等にあるように、現実の「子ども数」は「理想子ど
も数」よりも社会経済的な制約がある上での人数で
ある。このモデルでは「理想子ども数」への関係が
強いため、社会経済的な制約を受けた実数としての
夫婦の出生児数よりも、規範的な夫婦の子供数の説
明に重点が置かれたモデルであると考えられよう。
次に構成概念間での因果関係について検討する。
「家族形成観」へは「結婚と葛藤感」（パス係数－
0.27）・「結婚と扶養観」（パス係数0.33）からのパス
が伸び、「結婚と葛藤感」（質問項目の内容が逆転し
ている点に注意が必要）、「結婚と扶養観」が個人主
義的志向に近づくにつれ、「家族形成観」も同様に個
人主義的志向に近づくといえる。さらに「結婚と葛
結婚・家族に関する価値意識と少子化
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表２：因子間相関
藤感」・「結婚と扶養観」からの係数の強さを比較す
ると、「結婚と扶養観」の方が「家族形成観」への関
係が若干強くでている。阿藤の先行研究に示されて
いる、個人主義的価値意識の浸透に伴う家族の変化
が、性別役割の変化によって進んだとする知見は、
性別役割分業と結婚に関連する「結婚と扶養観」の
方が、より個人主義的価値意識に直接的な自己実現
と結婚に関連する「結婚と葛藤感」より関係性が強
く出ているこの結果によって支持されるのではなか
ろうか。また、「家族形成観」から「出生力」へのパ
ス（パス係数-034）がマイナスの値をとっており、
「家族形成観」が伝統的志向から個人主義的志向に近
づくにつれ、「出生力」が低下する傾向も見て取れる。
すなわち、「結婚と葛藤感」、「結婚と扶養観」、「家族
形成観」それぞれが伝統的志向から個人主義的志向
に近づくにつれ、「出生力」も低下する。
以上の分析から、個人主義的価値意識の浸透に
よって、子どもをもつこと自体を望まない、もしく
は二人以上の子をもたない等、出産行動の選択可能
性が増大し、夫婦出生力の低下をもたらすとする価
値意識要因説を裏付ける結果が得られたといってよ
い。稲葉によれば、価値意識要因説は夫婦出生力よ
りも主に晩婚化や非婚化を要因とした少子化を説明
するのに有用な仮説であるが、この結果から既婚夫
婦の出生力の低下を説明する可能性も示された。し
かしながら、実数である「子ども数」は、結婚持続
期間を統制しなければ、純粋な価値意識の影響を測
定できない（6）。本分析では、最終的な目標を性別に
よる同時グループ分析におき、結婚持続期間を統制
するとなると分析が煩雑になる点、また、「理想子ど
も数」を含めて「出生力」を表す変数としたため、
結婚持続期間をコントロールしなかった。したがっ
て、ここでは説明可能性に言及するにとどめる。
3.3属性の影響を表したモデルの構築
次に、データ全体に対する分析結果を踏まえ、各
因子への社会経済的属性変数の影響、性別による価
値意識の差を検証するために、モデルの中で属性変
数を最も原因側に置き、再度構造方程式モデルによ
る２グループ同時分析を行った。方法としては、性
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表３：各モデルの適合度指標
図１：結婚・家族に関する価値意識と出生力の因果モデル（標準解）
（n=1156、χ2乗=111.003、df=24、p値<0.001、GFI=.981、AGFI=.963、CFI=.893、RMSEA=.055）
別によるグループ分けを行うと同時に、属性変数を
ダミー変数化し、外生変数としてモデルに投入する。
分析は、以下の手順を踏んだ。
１．各指標のパス係数を男女グループ間で固定する。
２．「結婚と葛藤感」、「結婚と扶養観」、「家族形成
観」からのパス、属性からのパスにつき男女グ
ループ間で差の検定を行う。
３．手順２のパスにおいてグループ間で有意な差が
見られないものを固定し、複数のモデルを作成
し検証する。
４．モデルのうち最もデータとあてはまりの良いモ
デルを採用する。
以上の手順を踏み、男性509ケース、女性647ケー
スの分析を行ったところ、AICを基準としてモデル
８が採用された（表４）。また、χ2乗検定の結果、
モデル５、モデル６、モデル７とモデル８との有意
な差はなかった。同時分析の結果によりモデル８が
採択されたが、この結果は男女間で「結婚と葛藤感」、
「結婚と扶養観」、「家族形成観」からのパス係数の強
さに有意な差がないことを示している。ここから、
男性についても女性と同様に個人主義的価値意識の
浸透が出生力の抑制を招いているといえる。
図２、図３はモデル８の標準化推定値を示したパ
ス・ダイアグラムである。パスと係数はすべて帰無
仮説が棄却された統計的に有意なものである
（p<0.01）。ダミー変数として投入した属性は、学歴、
就業状態、年収であった。学歴は中学校、高校、専
門学校・短大、大学・大学院のうち、中学校・高校
を基準として他の水準をダミー変数化した。同様に
就業状態は、正規の被雇用者、自営業者・家族従業
者、パート・アルバイト、専業主婦・無職のうち専
業主婦・無職を基準として他の水準をダミー変数化
した。年収については、変数としてモデルに投入し
たものの有意な結果が得られなかった。
社会経済的属性変数の影響については、まず男性
のパスをみると、「大学・大学院」、「パート・アルバ
イト」から「結婚と葛藤感」へのパスが伸びている（パ
ス係数はそれぞれ0.20、-0.19）。ここから男性の場合、
特に学歴が大学・大学院卒であるほど、結婚と自分
の生き方や目標との葛藤感を強くもつ傾向にある。
逆に、就業状態がパート・アルバイトであるほど、
結婚に対する葛藤感は弱い。すなわち、男性の場合
には大学・大学院卒であるほど個人主義的な価値観
をもち、パート・アルバイトの場合には逆の傾向に
あるといえる。
また、女性の社会経済的属性変数からの影響は、
「正規の被雇用者」から「結婚と葛藤感」へ（パス係
数-0.18）、「大学・大学院」から「結婚と扶養観」へ
（パス係数0.36）の関係性が見られる。女性の場合に
は、学歴が大学・大学院卒であるほど、たとえ結婚
したとしても相手の親の扶養に反対し、子の親の扶
養に対して否定的な傾向にある。パス係数の値も
0.36となっており、比較的強い影響力がある。さら
に、男性の場合には学歴が影響していたが、女性の
場合には、正規の被雇用者であるほど、結婚と自分
の生き方や目標との葛藤感を抱く傾向にあるといえ
る。
本分析では、男性の意識も分析対象としたが、男
性の場合にも女性と同様に個人主義的志向が出生力
に影響すると示された。総体的評価としては、高学
歴であるほど性別に関わりなく個人主義的志向をも
ち、結果として出生力の低下に結びついているとい
えよう。ただ、その形成パターンには差が見受けら
れる。学歴変数は男性の場合に、結婚と生き方や人
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表４：各モデルの適合度指標
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図２：結婚・家族に関する価値意識と出生力の因果モデル（男性・標準解）
（n=509、χ2乗=235.624、df=106、p値<0.01、GFI=.968、AGFI=.952、CFI=.860、RMSEA=.033）
図３：結婚・家族に関する価値意識と出生力の因果モデル（女性・標準解）
（n=647、χ2乗=235.624、df=106、p値<0.01、GFI=.968、AGFI=.952、CFI=.860、RMSEA=.033）
生の目標との葛藤、女性の場合に、結婚と扶養の意
識と関係性がある。さらに、結婚と扶養に関する意
識の方が結婚と自己実現に関する意識よりも家族形
成に関わる意識との関係が強かった結果からすると、
女性の高学歴化に伴う扶養意識の個人主義的志向へ
の変化の方がより出生力の抑制につながっていると
いえそうである。また、職業に関して、女性の場合
に正規の被雇用者であるほど出生力の低下に結びつ
いているとする分析の結果が得られたが、再就職の
難しさに代表される結婚や出産の機会費用の問題を
考えると、妥当な結果であるといってよい。男性の
場合には、こうした機会費用は女性に比べると低い
が、雇用形態がパート・アルバイトであっても出生
力低下に寄与していないこの結果は、夫婦間の経済
的役割の担い方の模索が少子化を食い止める方法と
なる可能性を示唆しているのではなかろうか。
４．結論
冒頭の問題に立ち返れば、夫婦の伝統的な役割意
識は弱まり、家族中心から個人を重視する生き方へ
の変化が指摘され、そうした価値意識の変化が子ど
も数の選好に変化を生じさせ、結果的に夫婦の出生
力が低下しているのではないかとする問いがあった。
本研究ではそうした傾向が先行研究の知見と同様に
出生力の低下に帰結していると示唆された。また、
男性の場合にも個人主義的価値志向が出生力に影響
すると示された点は今後の出生力研究に資すると考
えられる。また、価値意識の形成パターンは社会経
済的属性変数の影響をみると、性別によって差がみ
られる点が明らかになったといえよう。
しかしながら、本研究で用いられたデータは一時
点のものであり、得られた結果は調査時点における
価値意識の形成パターンである。出生行動は調査時
点より過去のものであるから、厳密には過去の時点
での価値意識との関わりで論じる必要がある。この
制約を越えるために、対象者を固定するパネル調査
によって時系列的に検証を行う必要があると考えら
れる。
付記
本論文は、平成16～18年度日本学術振興会科学研
究費助成（基盤Ｂ/海外）・課題番号16402032による
研究成果の一部である。
注
（1）子どもの質を重視する傾向を出生力低下の要因
とする議論は、Becker（1960）の議論をもとにし
ている。同様の議論は小川（1991）にも見受けら
れる。小川は生産財効用もなく老後保障の効用も
期待しない手間ひまをかけた消費財としての子ど
ものあり方に注目している。
（2）出生動向基本調査は、戦前の1940年に第１回調
査、ついで戦後の1952年に第２回調査が行われて
以降、５年ごとに「出産力調査」の名称で実施さ
れてきたもので、第10回調査（1992年）以降名称
を「出生動向基本調査」に変更して調査を行って
いる。第８回調査（1982年）からは夫婦を対象と
する夫婦調査に加えて、独身者を対象とする独身
者調査を同時実施している（国立社会保障・人口
問題研究所2006）。夫婦調査は、妻の年齢が50歳未
満の夫婦を対象とし、妻を回答者としている。ま
た、独身者調査は、18歳以上50歳未満の独身者を
対象とし、男性女性共に回答するものである。
（3）対象者の基本属性の分布を示すと、平均年齢は
40.1歳、男女比が男性44.0％、女性56.0％となっ
た。また、就業状態については、正規の被雇用者
が50.3％、自営業・家族従業者が7.7％、パート・
アルバイトが19.4％、就業なしが22.6％となった。
学歴については、大学・大学院38.7％、専門学校・
短大32.2％、高校・中学校29.2％である。年収は
750万円以上42.0％、500～750万円未満33.6％、500
万円未満23.7％となった。
（4）本調査研究は、日本、マレーシア、ベトナム三
カ国の婚姻・出生の意識と実態の把握を目的とし
た一連の海外比較研究である。この三カ国調査で
は、国立社会保障・人口問題研究所が行ってきた
出生動向基本調査との比較を考慮しながら独自の
質問項目を加える形で調査票の設計が行われた。
（5）「結婚しても、配偶者や家族とは別の自分だけ
の人生の目標をもつこと」、「結婚したら、家族の
ために自分の個性や生き方を犠牲にすること」、
「結婚したら、夫の両親と一緒に住むこと」、「結婚
したら、子どもを持つべきだ」は「1.賛成」、「2.
どちらかといえば賛成」、「3.どちらかといえば反
対」、「4.反対」の四段階評価、「子は親の面倒をみ
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るという役割がある」、「親には親の、子には子の
役割がある」、「家族は友達のような関係でありた
い」は「1.非常にそう思う」、「2.そう思う」、「3.
少しそう思う」、「4.そう思わない」の四段階評価
で回答を得た。
（6）阿藤（1981a、1981b）によれば、夫婦の平均出
生児数は、その性質上、結婚持続期間の延長に従っ
て多くなるため、出生児数の分析にあたっては、
結婚持続期間（または妻の年齢）をコントロール
する必要がある。
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